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論文

都市サステイナビリティのケースメソッド教育の効果：
大垣北高校における高校生の 3年分の意識変化
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滋賀大学経済学部

Effects of city sustainability education using a case method:
Changes in students’consciousness for three years 

in Ogaki Kita Senior High School

Maho OSAMURA, Koichiro MORI

Faculty of Economics, Shiga University

The purposes of this paper are: to measure educational effects of a case method for teaching city 
sustainability based on questionnaire surveys that were conducted before and after the educational workshop 
at Ogaki Kita Senior High School in 2016, 2017 and 2018 respectively; to discuss methods and contents of 
sustainability education; and to propose some suggestions for their improvement. Students were required to 
depict causal diagrams, carry out analyses on the diagrams and make a decision on the choice of future 
scenarios from the viewpoint of the protagonist in a case story. Conducting comparative analyses between ex-
ante and ex-post questionnaire surveys, we found some important negative educational effects. The negative 
educational effects were observed with 5% statistical significance. More students denied the following correct 
statements after the workshop: 1） We cannot ignore the total impact of world cities on the global 
environment; 2） City sustainability does not mean that a target individual city sustains itself, but that it needs 
to make contributions to humankind’s sustainability on Earth; and 3） We have to accept the diversity of cities 
as long as they contribute to humankind’s sustainability. In addition, correlations among the three negative 
understandings grew higher after the workshop, although the values were not high. These three points might 
interact with one another partly through the workshop. Considering the results, we need to improve the 
contents of the teaching case.
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1　はじめに
近年の大量生産、大量消費、大量廃棄型の経済成長と人

口増加に伴い、地球上では、気候変動、生物多様性の喪失、

資源の枯渇、貧困の拡大等が進んでいる。人類が将来世代

にわたり豊かな生活を確保するための基盤となる環境が

年々損なわれつつある現状が問題視され、1987 年、環境

と開発に関する世界委員会は Our Common Future におい

て、持続可能な開発（sustainable development）の重要性
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を指摘した（WCED 1987）。持続可能な開発のためには、

地球上で暮らす我々一人ひとりが、環境問題や開発に伴う

諸問題の理解を深め、日常生活や経済活動の場で、自らの

行動を変革する必要があり、そのための教育すなわち 

ESD （Education for Sustainable Development, 持続可能

な開発のための教育）への取り組みが世界的に行われるよ

うになった。日本では、施策にもとづく様々な実践が全国

の大学では広がっているが、他方で、国内の ESD に関す

る研究（特に中等教育での ESD 研究）は不十分である（阿

部 2009; 野村ら 2010; Singer et al. 2016）。日本は政策レベ

ルで ESD が導入されているものの、既存の中等教育シス

テムに ESD を足し算し、ESD に必要な総合的アプローチ

が採用されない浅薄な ESD 導入となっているからである

（Nagata 2017）。他方、大学ではカリキュラムや教育シス

テムの自由度が高いため、総合的アプローチの視点から修

士課程のサステイナビリティ教育プログラムのデザインが

行われるケースはある（Onuki and Mino 2009; Yarime et 

al. 2012; Rose et al. 2015; Iyer-Raniga, U. and Dalton, T. 

2017; Ely 2018）。他方、数量的に統計学的分析を用いて、

ESD による効果測定を行った例はあるが（Kuo and 

Jackson 2014; Pérez-Foguet et al. 2018）、それほど多くな

く、定性的な議論をするものが多い。そこで、本論文では、

大垣北高等学校の合計 3 回のサステイナビリティ教育の効

果を統計学的に数量分析し、今後のサステイナビリティ教

育の発展に資する議論を展開したい。

本論文の目的は、ケースメソッドに基づいて実施した都

市サステイナビリティ教育の効果を測定し、その分析結果

を踏まえてサステイナビリティ教育のあり方を議論するこ

とである。筆者らは、岐阜県立大垣北高等学校でスーパー・

グローバル・ハイスクール（SGH）プログラムの一環とし

て、2016 ～ 2018 年（年 1 回ずつ）、ケースメソッドを用

いたワークショップ「都市のサステイナビリティを考える」

を実施した。その際、参加高校生の意識や価値観の変化を

調べるために、事前・事後アンケートを実施し、3 年分の

約 1,000 人分の回答を蓄積した。それらを用いて数量的に

比較分析を行うことによって、都市のサステイナビリティ

教育の効果を測定・評価する。

2　関連文献のレビュー
2.1　サステイナビリティとは何か

サステイナビリティ（Sustainability）という語句は、

Sylvicultura Oeconomic（Carlowitz 1713）によって、ヨー

ロッパで初めてドイツ語表記（Nachhaltigkeit）で使用され、

Building a Sustainable Society（ 地 球 の 復 活 ）（Brown 

1982）や World Conservation Strategy（世界自然資源保

全戦略） （IUCN, WWF and UNEP 1980）によって認識さ

れるようになった。1987 年以降、国連環境開発委員会の

ブルントラント報告書（WCED 1987）が持続可能な開発

を「将来の世代のニーズを満たす能力を犠牲にすることな

く現在の世代のニーズを満たす開発」と定義したときから、

広く使われるようになった（Heinberg 2010）。しかし、サ

ステイナビリティという言葉の定義は必ずしもコンセンサ

スが得られておらず、定義については未だに発展途上にあ

る（Mori and Christodoulou 2012）。持続可能な発展につ

いては主に 2 つの基盤となる主張が存在する。第一の主張

は経済発展を自然や社会の持続可能性の基盤と捉えてい

る。これに対し、第二の主張は、自然の持続可能性を持続

可能な経済や社会の基盤として捉えている（二ノ宮 2014; 

柴川 2017）。しかし、天然資源を提供する自然環境の保全

が経済開発や社会開発の基盤となるという主張もある（矢

口 2010）。こういったサステイナビリティの定義の批判的

検討から、自然、経済、社会をはじめとする様々な側面か

らの総合的な取り組みが同時進行的に必要であることが広

く共通認識となっていることが読み取れる（Elkington 

1997; 二ノ宮 2014）。つまり、サステイナビリティは地球

環境の持続可能性だけでなく、人間の社会・経済システム

の持続可能性も含む概念となっていると考えられる。

本論文では、広義のサステイナビリティ教育ではなく、

「都市」のサステイナビリティ教育に焦点を当てている。

広義のサステイナビリティの概念は、上述の環境・経済・

社会の 3 側面すなわちトリプルボトムライン（triple 

bottom line）を押さえることと、世代内と世代間の公平

性を実現することが共通認識されているが（Mori and 

Christodoulou 2012）、ここで狭義の都市サステイナビリ

ティを取り扱う。都市サステイナビリティを測ろうとする

文献は近年多数あるが（Huovila et al. 2019, Tan et al. 

2019）、都市サステイナビリティの概念を明確に与えてい

る文献は非常に少ない。その中で、Mori and Yamashita 

（2014）は明確な定義を与えている。持続可能な都市とは、

地球環境と世代間・世代内公平性の全ての制約条件を満た

したうえで、経済・社会的な純便益を最大化している都市

のことである（Mori and Yamashita 2014）。本論文はこの

定義に依拠して、都市サステイナビリティ教育を展開して

いる。
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2.2　サステイナビリティ教育

2.2.1　サステイナビリティ教育とは何か

サステイナビリティ教育はESD（Education for Sustainable 

Development）の一部である。ESD とは、「文化の多様性

を尊重しながら、現在と将来の世代のために、環境保全、

経済的実行可能性、そして公正な社会のために情報に基づ

いた決定と責任ある行動を学習者に促進するためのもので

ある」（UNESCO）。さらに、UNESCO は ESD の学習内

容として、気候変動、生物多様性、災害リスク軽減（DRR）、

持続可能な消費と生産（SCP）などの重要な社会問題をカ

リキュラムに統合すること、また教育法として対話型の学

習中心で設計することを挙げている（Pauw et al. 2015; 

Barth et al. 2007）。これらから、ESD は 2 つの特徴があ

ることが読み取れる。1 つ目は、学習内容として、環境・

経済・社会の 3 つの側面を含み、これらの相互関係、時間

と空間を超えた相互作用に焦点を当てている点である。2

つ目は、学習法として、持続可能な開発の問題に対処する

際に、学習者がさまざまな視点、見解、価値観を認識しな

がら取り組むという点である。これは、学習者が自らの観

察に基づいて世界を理解し、持続可能性のために行動を起

こす能力を開発することを目的としている。これらの 2 つ

はそれぞれ、全体論（holism）、多元主義（pluralism）と

呼ばれ、全体論と多元主義はしばしば複雑に絡み合ってい

る （Pauw et al. 2015）。ESD が掲げる教育は，自然環境に

特化したものではなく，「人間の尊厳」「社会的・経済的に

公平な社会」「文化的な多様性の尊重」「将来世代への責任」

「人は自然の一部」など幅広い（角屋 2013）。そのため、

いずれも既存の教科による単独教育では深い理解に導くこ

とは難しく，学校教育の中で ESD を進める上での難しさ

の一因となっている（西川ら 2016; Nagata 2017）。しかし

一方で、ESD について唯一の正しい解釈や利用法が存在

しないおかげで、現代の主要課題に対して地元に基盤を置

きながら世界との関係を持つ方法で、異なる複数の観点と

方法でサステイナビリティを理解する取り組みが可能に

なっている側面もある（Wals 2009）。

2.2.2　世界のサステイナビリティ教育の動向

国際社会における持続可能性の実現へ向けた模索の中

で、1992 年の地球サミット（リオ・サミット／環境と開

発に関する国際連合会議（UNCED））以来、教育が果た

すことのできる、あるいは果たさねばならない役割の重要

性が注目されてきた（Hopkins et al. 1996; Wals 2009; 佐藤 

2015）。教育面として ESD が注目されるようになった背景

には、これまでの持続可能な開発の議論の中で、合意形成

や計画策定のみでは持続可能な開発への成果が十分に得ら

れなかったことが挙げられる（柴川 2017）。

2002 年のヨハネスブルグ・サミット（持続可能な開発

に関する首脳会議）で提案された「国連・持続可能な開発

のための教育の 10 年（DESD）」（以下、国連 ESD の 10 年）

が、同年 12 月の第 57 回国連総会で受理され、2005 年か

ら実施されてきたことにより、ESD は国際的な目標とし

て位置付けられ発展してきた。国連 ESD の 10 年による計

画の中で、持続可能性には自然環境、社会、経済の各側面

を含む総合的な取り組みが求められる中、ESD には、そ

のための原則、価値観、実践をあらゆる教育や学習の機会

に組み込むことを通じて、総合的な行動の変化をもたらし、

持続可能な社会の実現へ貢献するすることが求められ、さ

らにそうした ESD の機会が全ての人に与えられることが

重要であると述べられた（二ノ宮 2014）。

世界中で、学校教育において ESD の取り組みが行われ

ている。例えば、1995 年以降、イギリスの小学校では、

国のカリキュラムとして、ESD が全ての教科に盛り込ま

れるようになった。また 2005 年には、カリキュラムに環

境教育（Environmental Education, EE）が大幅かつ体系

的に書き加えられた（Chatzifotiou 2006）。

2.2.3　日本のサステイナビリティ教育の動向

2002 年のヨハネスブルグ・サミットで、日本が「国連

ESD の 10 年」を提唱し、国連総会で満場一致で決議され

たことを受け、2006 年 3 月には、日本政府によって ESD

の国内実施計画が策定され、学校教育現場や社会教育現場

等においてESDが進められてきた。国内実施計画では、（1）

問題解決のための興味、理解、態度および能力の開発を通

じて具体的な行動を促進すること、（2）経験、常識、探究

および実践を重視する参加型アプローチをとること、（3）

プログラム内で自発的行動を引き出すことの 3 点が協調さ

れた（Kadoya and Goto 2013）。教育振興基本計画及び学

習指導要領等を踏まえ、全国の小中高等学校において、知

識や技能の習得とともに思考力・判断力・表現力などの育

成を重視して持続可能な社会の構築の視点を重視した教育

が推進されている。さらに、日本政府は、ユネスコスクー

ルを ESD の推進拠点と位置付け、その拡充に取り組んで

いる（角屋 2013; 内閣官房 2014）。他方、ESD に必要な総

合的アプローチが採用されず、既存の教育システムに追加
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的に ESD を取り入れ、古いボトルに新しいワインを注い

でいるような状況との批判もある（Nagata 2017）。

2.3　サステイナビリティ教育の効果の研究動向

ESD は世界中で正式な教育として実施されているが、

その効果と有効性に関する実証的研究はまだ充実している

状況にはない。この節では、ESD の教育効果測定に関す

るレビューを行う。

スロベニアのエコスクール認定プログラムに参加してい

る学校に通う生徒（N=233）と、そうでない学校に通う生

徒（N=97）の知識、態度、動機、行動をアンケート調査

により比較した研究がある（Krnel and Naglic 2009）。エ

コスクールプロジェクトに参加している学校の生徒は、そ

うでない学校の生徒よりも環境についての知識量は多いも

のの、態度や行動はプログラムの影響をほとんど受けてい

ないことが分かっている（Krnel and Naglic 2009）。トル

コでも同様の研究があるが、トルコのエコスクール認定プ

ログラムに参加している学校の参加者（N=156）は知識量、

態度、環境配慮行動のいずれについても、参加していない

グループ（N=160）に比べて、教育効果があるというポジ

ティブな結果が得られている（Ozsoy et al. 2012）。ベル

ギー、フランス（フランダース地方）では同様の研究

（N=1,287）が比較的大きな規模で行われた。59の小学校（38

がエコスクール認定プログラムに参加、21 が通常の学校）

を調査した結果、エコスクール認定プログラムに参加した

学校に通う生徒の環境に対する認識には教育効果が見られ

るが、態度や環境配慮行動には有意な変化が観察されな

かった（Pauw and Petegem 2011）。スウェーデン国内の

51 の学校からの 6 年生、9 年生（日本の中学 3 年生に相当）、

および 12 年生（日本の高校 3 年生に相当）の 2,413 人の

生徒のデータを収集した大規模な実証研究によると、環境

に対する知識や態度について ESD にはポジティブな教育

効果が認められた（Pauw et al. 2015）。インドではある学

校で ESD カリキュラム（フィールドワークなど）を実施

した生徒とそうでない生徒の環境に関する知識・態度・行

動に関して、ポジティブな教育効果が見い出された

（Alexandar and Poyyamoli 2014）。これらの研究では全て、

長期的に ESD を行っている学校に通う生徒を対象に教育

効果を測定している点に留意したい。他には、トビシリと

バルセロナで ESD の教育効果に見られる共通点を探る研

究（Svanström et al. 2008）やインタビュー調査によって

ESD を評価する研究（Kopnina and Meijers 2014）がある。

日本では、大学におけるサステイナビリティ教育の研究

として、学習者を対象としたインタビュー調査により、高

等教育における ESD の批判的検討研究や、小学生を対象

とした自然体験学習・農業体験の学習効果の測定として、

事前・事後アンケートの比較を行っている研究がある（二

ノ宮 2014; 岩西 and 森永 2011; 英格 and 矢部 2014）。こ

れらの研究では、自然体験や農業体験により自然環境や食

農に対する意識が上昇したと述べられている。

3　ワークショップとアンケート調査
3.1　ワークショップの概要　

2016 年 5 月 18 日、2017 年 5 月 18 日、2018 年 5 月 14

日に大垣北高等学校で都市サステイナビリティワーク

ショップを実施した。3 回のワークショップともに、大垣

北高等学校の 2 年生の約 320 人の生徒を 3 グループ（約

80 人の 1 グループと約 120 人の 2 グループ）に分け、同

じワークショップを 1 日に合計 3 回実施した。2016 年は

筆者の一人、森宏一郎が 1 人で実施した。2017 年・2018

年は、ワークショップの進行および講義は同様に森宏一郎

が行ったが、森研究室の学生 2 人が補佐役として参加し、

高校生のグループワークを促進・支援した（その 1 人が筆

者の一人長村真帆である）。2016 年、2017 年、2018 年と

もに、ワークショップ実施日のおよそ 1 週間前にワーク

ショップに関する資料を配布して高校生に読むように指示

をしている。事前アンケートは、資料配布時のタイミング

で、高校生が資料を読む前に実施している。なお、ワーク

ショップの構成や流れ、教育ケースのストーリー資料に関

しては、森 and 長村（2017）に詳述かつ添付しているので、

そちらを参照してほしい。

3.2 　アンケート調査の構成と方法

アンケート調査は、3 回ともに、大垣北高等学校 2 年生

の各クラスにおいて、ワークショップ 1 週間前に事前アン

ケート調査を、ワークショップ後 1 週間以内に事後アン

ケートを実施してもらった。事前アンケートと事後アン

ケートの内容は全く同一だが、記憶による拘束と惰性の回

答を避けるために質問の並び順を変えた。なお、質問の並

び順は異なる実施年でも同一である。無記名アンケートに

なっており、最初の 3 問は性別、クラス、文系・理系の区

別という属性情報を聞いている。4 ～ 15 番の 12 個の質問

は、サステイナビリティに関わる認識をたずね、16 ～ 25

番の 10 個の質問は価値観や思考の枠組みをたずねている。
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価値観や思考の枠組みはサステイナビリティの認識・理解

と直接的・間接的に関係していると考えられる（森 and 

長村 2017）。

3.3　分析方針と方法

基本的な分析方針は、同じ質問についての事前アンケー

トと事後アンケートの回答結果を比較分析して、3 回の

ワークショップ前後の変化を教育効果の有無として評価す

ることである。回答結果の比較には、記述統計として選択

肢ごとの回答数の分布をヒストグラムとして示した。これ

に加えて、リッカートスケールの選択肢に 1 ～ 5 の数値を

割り当て（はい、そのとおりです：5，まあ、そうです：4，

どちらとも言えない：3，あまり、そう思いません：2，い

いえ、全くそう思いません：1、または、よく当てはまる：

5，まあ、当てはまる：4，どちらとも言えない：3，あまり、

当てはまらない：2，全く当てはまらない：1）、Microsoft 

Excel の分析ツールを用いて、分散と平均値の差の検定を

行った。

4　アンケートの回収結果
表 4-1 は事前アンケート回収結果、表 4-2 は事後アンケー

ト回収結果を示している。アンケート回収結果は、2016 年

は事前アンケート 310 枚、事後アンケート 305 枚。2017 年

は事前アンケート 314 枚、事後アンケート 310 枚。2018 年

は事前アンケート 312 枚、事後アンケート 312 枚であった。

回収率は概ね 95％超（各年とも生徒数は約 320 人）となっ

ている。2016 年～ 2018 年 3 回分の事前アンケート合計回

収数は 936 枚、事後アンケート合計数 927 枚であった。

5　アンケートの分析結果
5.1　ワークショップの教育効果

表 5-1 は、全 22 問の事前事後アンケート回答平均値の

変化一覧である。事前の回答平均値と事後の回答平均値の

間に統計学的に有意な差が見られたものには「*」を付け

ている（P 値 < 0.05）。

統計学的に有意な変化があった 15 項目（22 項目中）は、

本ワークショップのなんらかの効果が認められるものと考

えられる。ただし、項目によっては必ずしも良い教育効果

とは限らず、悪い教育効果も観察された。22 項目中 12 項

目は、いずれかの年のワークショップで良い教育効果が観

察されたと考えられるが、他方、3 項目については悪い教

育効果が観察された。それ以外の 7 項目では効果がなかっ

たと考えられる。なお、3 項目の悪い教育効果については、

次の節で詳述する。

観察された良い教育効果としては、たとえば、表 5-1 の

7 番目の「地球環境を守るためには、所得水準が下がると

しても、経済活動の水準を落とすことが必要になる」とい

う認識が上昇したことが挙げられる。この認識は少なくと

も短期的には正しい理解である。この認識がワークショッ

プ前後で上昇したということは、少なくとも環境と経済の

短期的なトレードオフに対する理解が進んだものと考えら

れる。もう一つ良い教育効果の例を挙げると、表 5-1 の 16

番目の「どのように自分の行動が同じ町や地域で生活する

他の人々へ影響しているかを考えることがある」という意

識の上昇が挙げられる。これは、地域コミュニティに対す

る個人の行動の外部性を考えるようになったことを意味

し、個人が行動に関する何らかの意思決定をおこなう際に、

環境問題の本質の一つである外部コストを考えることにつ

ながると考えられる。

なお、同じ項目でも、有意な差が出た年と出なかった年

が混在している場合があるが、それは、年によるワーク

ショップの進め方に微妙な違いあることによるか、事前ア

ンケートの回答でかなり高い（あるいは、かなり低い）ス

コアを記録していたために、それ以上の上昇（あるいは、

低下）が困難（リッカートスケールで測定しているため、

上限・下限が存在することによる）だったことによる可能

性が考えられる。

表 4-1．事前アンケート回収結果

表 4-2．事後アンケート回収結果
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5.2　観察された悪い教育効果

本節では、悪い教育効果が観察された 3 項目について検

討する。

まず、図 5-1、図 5-2、図 5-3 は各年の地球環境に対する

都市のインパクトの回答結果の変化をヒストグラムで示し

たものである。この項目は「一つ一つの都市は地球全体か

ら見れば小さい存在なので、都市ごとに地球環境を配慮す

る必要はない」に対する回答である。

一つ一つの都市は地球全体から見れば小さい存在である

が、地球環境に関して地球規模でサステイナビリティを考

える場合、一つ一つの都市ごとに地球環境を配慮する必要

がある。各都市の小さいインパクトが地球全体で合成され

ると、無視できないインパクトになるからである（森 and 

長村 2017）。したがって、この命題には「賛成しない」の

が適切な回答となる。

しかし、2016 年、2017 年、2018 年ともにワークショッ

プの前後で、「いいえ、全くそう思いません」と回答した

人が明らかに減少し、この命題を支持する人が増加した。

回答平均値はそれぞれ、1.27 から 1.84、1.76 から 2.09、1.60

から 2.02 に上昇し、統計学的に有意（有意水準 5%）な上

昇となっている。したがって、ワークショップが、高校生

の地球環境に対する都市のインパクトに関する認識に悪い

影響を及ぼしたことになる。

表 5-1．平均値の変化一覧（2016 年、2017 年、2018 年）

注 1．*: P < 0.05
注 2. P: 良い教育効果、N: 悪い教育効果

2
15

4
24

2
25

59
71

240

166

2 41 0

10 1515
2826

57

96
71

159

131

5 73 1

図 5-1．地球環境に対する都市のインパクト（2016 年）
（事前N = 310，事後N = 305）

図 5-2．地球環境に対する都市のインパクト（2017 年）
（事前N = 314，事後N = 310）

図 5-3．地球環境に対する都市のインパクト（2018 年）
（事前N = 312，事後N = 312）
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次に、図 5-4 と図 5-5 は 2016 年と 2017 年の都市サステ

イナビリティとは何かに関する回答結果の変化をヒストグ

ラムで示したものである。この項目は「都市のサステイナ

ビリティとは、その都市が存続することである」に対する

回答の変化を示している。

の合計が 82 人から 134 人へ大幅に増加した。したがって、

ワークショップが都市のサステイナビリティに関する認識

に悪い影響を与えたと言える。平均値は 2016 年、2017 年

それぞれ、3.00 から 3.20、3.07 から 3.43 へ増加し、平均値

の変化は統計学的に有意（有意水準 5%）であった。なお、

2018 年だけは有意な変化が観察されなかった。

最後に、図 5-6 と図 5-7 は 2016 年と 2018 年の都市の多

様性とレジリエンスに関する回答結果の変化をヒストグラ

ムで示したものである。この項目は「世界で共有化すべき

持続可能な 1 つの都市のかたちになるように、全ての都市

を変えていかなければならない」に対する回答の変化を示

している。
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図 5-4．都市のサステイナビリティとは何か（2016 年）
（事前N = 310，事後N = 305）

図 5-5．都市のサステイナビリティとは何か（2017 年）
（事前N = 314，事後N = 310）

都市のサステイナビリティというとき、地球環境・経済・

社会のどの側面においても地球上の人類が豊かに存続可能

であることを担保する都市の在り方が問われる。つまり、

対象都市だけが存続すればよいという考え方は偏狭な視野

に基づくものと言わなければならない（森 and 長村 

2017）。ある都市だけが持続可能でも、その都市活動の結果、

他の大半の地域が持続可能にならないのであれば、その都

市をプラスに評価してはならないはずである。したがって、

この命題を否定することが、都市のサステイナビリティの

正しい理解・認識となる。しかし、2016 年、2017 年ともに、

ワークショップ前後で、この命題に賛成しない人が減少し、

賛成する人が増加した。2016 年は「はい、そのとおりです」

と「まあ、そうです」の合計が 115 人から 146 人へ増加し、

2017 年は「はい、そのとおりです」と「まあ、そうです」
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図 5-6．都市の多様性とレジリエンス（2016 年）
（事前N = 310，事後N = 305）

図 5-7．都市の多様性とレジリエンス（2018 年）
（事前N = 312，事後N = 312）

都市のサステイナビリティのために、持続可能な都市の

理想的なモデルを考えるのは一つの考え方ではあるが、全

ての都市を単一のタイプに統一するような考え方は否定し

なければならない。一つには、各都市には他とは異なる独

自の歴史・文化・価値観などがあり、地球上の人類のサス

テイナビリティを担保できる範囲であれば、各都市の人々

の豊かさを創造するためにはそれらの多様性を尊重するこ
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とが必要である。価値観が異なれば、何を優先させるかは

異なるのが普通だからである。もう一つは、多様性がある

こと自体が都市システムとしてのレジリエンスにつながる

のではないかという仮説である。レジリエンスとは、いく

つかの細かい考え方の区別を無視すれば、外部からの不測

の攪乱に対する頑健性のことである（Holling 1973; Pimm 

1984）。一般的に、多様性がある方が外部からの不測の攪

乱に対して頑健である。多様性があると、攪乱によって存

続できなくなる主体がある一方で、その攪乱に耐性を示す

主体が必ず存在するからである。そうだとすれば、都市シ

ステムについても多様性があった方が望ましいはずであ

る。したがって、この命題は否定する方が望ましい。

しかし、2016 年と 2018 年のワークショップの前後で回

答者はこの命題を支持する割合が上昇した。2016 年と

2018 年ともに、「はい、そのとおりです」と回答した人は

約 2 倍（25 から 49、9 から 20）に増加した。平均値も統

計学的に有意な上昇を示している（有意水準5%）。したがっ

て、この点についても、ワークショップが悪い教育効果を

与えたと言える。なお、2017 年では有意な変化は観察さ

れなかった。

5.3　悪い教育効果が観察された項目間の関係

この節では、悪い教育効果をもたらした項目間の関係を

分析する。対象とするのは、前節で説明した 3 項目である。

①　 地球環境に対する都市のインパクト：「一つ一つの都

市は地球全体から見れば小さい存在なので、都市ごと

に地球環境を配慮する必要はない」

②　 都市のサステイナビリティ：「都市のサステイナビリ

ティとは、その都市が存続することである」

③　 都市の多様性とレジリエンス：「世界で共有化すべき

持続可能な 1 つの都市のかたちになるように、全ての

都市を変えていかなければならない」

表 5-2 ～表 5-7 は悪い教育効果が観察された設問の回答

間の相関係数を示している。いずれも高い相関係数は観察

されず、それらの項目間には相乗的な悪い効果が強くある

わけではないことが判明した。

他方、相関係数は高くないものの、2017 年の②と③の

相関係数を除き、ワークショップ後に相関係数が高くなっ

た。これらの変化は、部分的にワークショップがこれらの

悪い教育効果を相乗的に生んだ可能性があることを意味す

る。ただし、相関係数自体は高くない点には留意が必要で

ある。

表5-2.相関係数2016年事前

表5-4.相関係数2017年事前

表5-6.相関係数2018年事前

表5-3.相関係数2016年事後

表5-5.相関係数2017年事後

表5-7.相関係数2016年事後

6　考察
6.1　悪い教育効果の原因の推論

ワークショップは12 項目において、高校生のサステイナビ

リティに関する認識・理解に良い影響を与えたが、ワークショッ

プの意図とは逆に悪い教育効果を持ったものも3 項目あった。

まず、地球環境に対する都市のインパクトに関する悪い教

育効果について議論しよう。教育用ケースではジャカルタ都

市圏を舞台に物語が展開するが、二酸化炭素の排出を除けば、

生物多様性も含めて都市圏内の問題として環境問題が議論さ

れていることが、この悪い教育効果の背景にあるのではない

かと考えられる。2017 年のワークショップでは、2016 年の結

果を踏まえて、ファシリテーター兼講師の森宏一郎が講義部

分でこの誤解が起きないように注意して説明を与えたが、悪

い教育効果は解消しなかった。これは、悪い教育効果の原因

はワークショップ内の講義部分での説明の仕方にあるわけで

はなく、もっと事前の別のところにあることを示唆している。

したがって、ワークショップ内の講義部分を改変することに

あまり意味はなく、ケース・ストーリーの中身としての地球環

境問題の取り上げ方の改変が必要ではないかと推論できる。

次に、都市のサステイナビリティの誤った理解は、教育

用ケースが主にジャカルタ都市圏内の問題に焦点を当てて

いることが影響しているのではないかと考えられる。しか

し、それ以上に、言葉の問題が大きいと考えられる。サス

テイナビリティという語は持続可能性を意味し、何かの主

体が持続できる状態のことを想起させる。したがって、「都

市のサステイナビリティ」と言えば、シンプルに都市が持

続できる状態のことを想起させるだろう。つまり、都市の

サステイナビリティは「その都市が持続できること」を意

味すると直接的に考えてしまうことになる。この語から人
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類のサステイナビリティを想起させるのは難しいと言わざ

るを得ない。もう少し広義に言っても「その都市を含めて

地球全体で存続することである」と解釈するのが限界であ

ろう。都市のサステイナビリティという語を使わず、「都

市を主体とする人類のサステイナビリティ」という語を使

う方が良いかもしれない。

最後に、都市の多様性とレジリエンスの誤解があるが、

そもそも、ジャカルタ都市圏だけに焦点を当てたストー

リーで、都市の多様性を問うのは難しいだろう。教育用ケー

スを改変し、都市の多様性が想起されるように、他の都市

との関係に言及する必要があるだろう。

6.2　都市サステイナビリティ教育の改善案の提示

前節の整理を受けて、教育用ケースの改変案を 3 つ提案

したい。まず、教育ケースの中の Day2 冒頭に「ジャカル

タ都市圏で発生したごみが海洋ごみとして世界へ漂流」と

いうストーリーを追加する。具体的には、次のとおりである。

朝、食卓にむかうとテレビのニュース番組が目に留まった。イン

ドネシアの海洋ごみについての特集であった（図 6-1）。インドネ

シア沿岸にクジラの死骸が漂着し、胃の中から 6㎏のプラスチッ

クごみ（プラスチック製のカップやポリ袋など 1,000 点以上）が

見つかったという。インドネシアの海洋ごみ排出量は中国に次い

で世界で 2 番目であり、対策が迫られているという。そういえば、

先日、インドネシア政府とジャカルタ特別州政府は、プラスチッ

クごみによるジャカルタ湾の汚染が深刻化しているため、沿岸地

域のプラスチックごみ削減に取り組むことを発表したばかりだ。

そして、場面が変わり、南米のペルーの港町が映った。漁師曰く、

「外国語が書かれたごみがたくさん漁獲網に引っかかって困って

いる」という。映像をよく見ると、インドネシア語で書かれたペッ

トボトルラベルが網に掛かっているのが分かった。なんと、ジャ

カルタから大量のプラスチックごみがペルーの海岸に漂着してい

るのだ。ジャカルタのゴミ問題が海を超えて、南米ペルーの港町

にまで影響を与えていることは非常に嘆かわしい。

さらに、教育ケースの Day3 の Smit（シュミット）氏

の発言として以下を追加したい。

「また、今回の法案が通り、都市化が進むと、一般廃棄物・産業廃

棄物の両方が急速に増加し、プラスチックごみの増加も止められま

せん。最近、海洋ごみがインドネシアでは大きな問題になっている

ことはご存知でしょう。世界中がインドネシアの海洋ごみ削減に向

けた動向に注目しています。ゴミは海を巡り、世界中に散らばりま

す（図 6-2）。これはジャカルタ都市圏だけではなく、世界中の他の

地域にも大きな影響を与えます（図 6-3）。したがって、ごみが増加

するような開発を進めることは反対です」とSmit 氏は付け加えた。

昨日、見た海洋ごみの特集を思い出した。私としてもジャカルタが

世界に悪影響を与えているという印象を変えたいという思いがある。

 

図 6-1．クジラの胃から発見されたプラスチックごみ

資料：CNN ニュースサイトより引用
（https://edition.cnn.com/2018/11/20/asia/indonesia-whale-
plastic-scli-intl/index.html）

図 6-3．ジャカルタ湾で発生した海洋ごみの10年後の影響

資料：PLASTICADRIFT より引用
（http://plasticadrift.org/?lat=4.7&lng=107.3&center=115.5&start
mon=jan&direction=fwd）

図 6-2．ジャカルタ湾で発生した海洋ごみの 5年後の影響

資料：PLASTICADRIFT より引用
（http://plasticadrift.org/?lat=4.7&lng=107.3&center=115.5&start
mon=jan&direction=fwd）
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第 2 に、教育ケース中の Day3 の Smit（シュミット）

氏の発言として、世界に対するジャカルタでのマングロー

ブ喪失の影響に関して以下を追加したい。

さらに、ジャカルタ市北部の沼地では、開発の影響でマングロー

ブ等から成る防災林の立ち枯れが問題となっています。これ以上

開発を進めると、マングローブ林が失われ、沿岸部の人、動植物

に大きな影響が出ます。マングローブ生態系は「海の命のゆりか

ご」なのです。さらに、マングローブが減るということは、緑が

失われ、地球温暖化に拍車がかかり、地球全体の問題に繋がりま

す。マングローブ林は炭素貯留量が大きく、多量の二酸化炭素を

取り込むことができるからです。

第 3 に、教育ケースの Day3 午後（帰宅前）の部分に、ジャ

カルタ都市圏の大気汚染が風に乗ってマレーシアのクアラ

ルンプールに影響することに関して、以下を追加したい。

午後から、ASEAN の各国代表と会合があった。マレーシア代表

の Nabi（ナビ）氏曰く、「ジャカルタの開発に関する法案を通す

と耳にしました。ジャカルタから風に乗ってやってくる汚染され

た空気の影響で、我々は非常に困っています。これ以上、都市開

発を進めて大気汚染に歯止めがかからないような法案を通すのは

いかがなものかと。自国のことばかりでなく、視野を広げてみて

ください。これ以上、ジャカルタで大気汚染が悪化し続け、クア

ラルンプールに悪影響を及ぼし続けるのであれば、こちらとして

も黙ってはいられません。」ジャカルタで法案一つ通すことが、

他国との関係性にまで、影響をしてしまう。益々どうすればいい

のか分からなくなった。しかし、クアラルンプールで発生する大

気汚染もまた他の都市へ影響を及ぼしているのではないかと考え

ると、何か理想的な都市像があるのではないかと頭の中は混乱し

てくるのであった。ただ、ジャカルタとクアラルンプールは歴史

も文化も主要産業も異なるのも事実である。

7　結論
本論文では、都市サステイナビリティのケースを使って

岐阜県立大垣北高等学校で 2016 ～ 2018 年に年 1 回ずつ実

施したワークショップ「都市のサステイナビリティを考え

る」（合計 3 回）を一事例として、事前・事後アンケート

の数量的分析を行うことによって、都市のサステイナビリ

ティ教育の効果を測定した。その結果、22 項目中、12 項

目では良い教育効果が認められた。他方、地球環境に対す

る都市のインパクト、都市のサステイナビリティとは何か、

都市の多様性とレジリエンスの 3 つについて、ワーク

ショップの狙いとは逆の悪い教育効果が生じたことが判明

した。この結果を踏まえて、「都市のサステイナビリティ」

という重要語句の改変、教育ケースの改変を提案した。こ

れらの改変を行えば、ケースメソッドに基づく都市サステ

イナビリティの教育ワークショップには一定の教育効果が

期待できるだろう。

本研究は都市サステイナビリティ教育の具体的実践事例

を分析したが、この研究にも限界はある。これは一事例の

研究に過ぎず、本論文で示した教育効果の分析結果を一般

化する際には慎重にならなければならない。さらに、実践

的には、ファシリテーターの技量、参加者の参加姿勢、ファ

シリテーターと参加者の相性や相互作用、実施場所の状況

などが実際の教育効果に影響を与える可能性も高いと考え

られる。教育という観点からは、教育コンテンツだけに目

を向けるのではなく、実践方法や技術にも目を向ける必要

があるだろう。
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